














　同年 8月29日，Dは X（Dの代表取締役 Cは Xの代表取締役でもある。）と
の間で，Dの Aに対する金銭消費貸借契約に基づく残債権 7億円分を Xに譲
渡する旨の債権譲渡契約を締結した。この債権譲渡がなされた後に，Xから A











































































































































（ 5）　福永有利監『詳解 民事再生法［第 2版］─理論と実務の交錯─』376頁
〔水元宏典〕（民事法研究会，2009）。






































































































（12）　Vgl. Jaeger/ Henckel, Konkursordnung, 9. Aufl., 1997, § 32 Rn. 11; K. 
















































































4 4 4 4 4
善意者を保護する規定であって，否認権行使の要件を規定するものではな
い（19）。したがって，無償行為否認の要件として，民事再生法132条 2項を根拠
に債務超過等の要件が必要と論じることはできないと思われる。
ウ　無償行為否認の有害性について
　では，無償行為否認を詐害行為否認の一類型ないし特殊類型と分類し，か
つ，債務超過等の要件を不要と解すると，否認の一般的要件である有害性を，
無償行為否認についてはどのように考えるべきであろうか。例えば，債務者の
財産状態が健全な時に無償行為がなされ，その後当該行為と全く関係のない事
情により債務者の財産状態が悪化し倒産に至った場合であっても，無償行為が
支払の停止等の 6月前になされたものであれば，例外なく無償行為否認の対象
となるのだろうか。
　現行倒産法は，否認の基本類型として詐害行為否認と偏頗行為否認を明示的
に区別していることから，否認対象行為の有害性は，詐害行為否認については
債務者の財産を減少させ債権者全体を害する点に，偏頗行為否認については倒
産債権者間の平等を害する点に求めるという，二元的な思想を前提とするもの
であるとされている（20）。そして，通常の詐害行為否認の「有害性」について
（17）　笠井・前掲注（ 1）22─23頁。
（18）　竹下編集代表・前掲注（ 3）683頁〔加藤哲夫〕。
（19）　無償行為否認の要件と善意者保護の要件とは区別して解釈すべきと指摘す
るものとして，伊藤眞・前掲注（ 3）632頁注359。なお，田中・前掲注
（ 1）216─217頁注28も参照。
（20）　山本克己「否認権（上）」ジュリ1273号76─77頁（2004）参照，三木浩一
「否認権総論」竹下守夫＝藤田耕三編集代表『破産法大系 第 2巻』407─408
頁（青林書院，2015）。
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は，詐害性の中に内包され，行為の詐害性が認められるのは，債務者が債権者
に対して責任財産を維持すべき義務を負う時期に入っていることが前提とな
る。なぜならば，平常時であれば債務者の財産処分の自由が当然に認められる
からである（21）。そして，詐害行為性が認められる時期については，（ⅰ）債務
者の財産状態が悪化し無資力（債務超過）になっていることが前提であるとす
る見解（22）と，（ⅱ）支払不能または債務超過の状態が発生し若しくはその発生
が確実に予想される時期にあることが前提であるという見解（23）がみられる。
　本判決が，無償行為否認の要件として債務超過等を不要としていることから
すると，無償行為否認の有害性の内容として，（ⅰ）の見解を採用するもので
はないと思われる。無償行為否認の個別の要件として債務超過等を不要とした
にもかかわらず，否認の一般的要件である有害性の内容として，債務者の財産
状態が債務超過にあることを要求すると，結局，無償行為否認が認められるの
は債務超過にある場合に限られることになり，否認の一般的要件である有害性
要件と無償行為否認の個別の要件との間で，矛盾が生じることになろう。
　ところで，無償行為否認が詐害行為否認の一類型ないし特殊類型であるとし
ても，無償行為否認の「有害性」は，詐害行為否認の有害性とは異なる内容を
有するものであるとして，行為が無償であること及び当該行為が支払の停止等
に近接した時期になされたことのみを，有害性の内容と解することが考えられ
る。すなわち，民事再生法127条 3項は，債務者の財産状態は問題にせず，専
ら行為の無償性と時期によって，当該行為が有害なものであるとみなす規定で
あると解することもできよう。本判決が，行為の無償性及び時期を重視して無
償行為否認の趣旨を述べていることからすると，本判決も，無償行為であるこ
とと行為の時期の要件を充足すれば，否認が否定される余地はない（すなわ
ち，民事再生法127条 3項で明記された要件を充足する行為は，全て否認の網
にかけられる）と考えているようにも思える。たしかに，無償行為は究極の財
産減少行為であり，それが支払の停止等に近接した時期になされたものであれ
ば，類型的に，そのような無償行為はその後の倒産に影響を与える蓋然性が高
いといえるであろう。しかし，一定の時期になされた無償行為が類型的にその
後の倒産に影響を与え，債権者を害する程度が大きいとしても，債務者の財産
状態が健全な状態であり，無償行為とその後の倒産との間に因果関係が存しな
（21）　竹下編集代表・前掲注（ 3）627頁〔山本（和）〕。
（22）　前掲注（ 2）の文献を参照。
（23）　前掲注（ 3）の文献を参照。
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い場合もありうる。そのような場合には，債務者の財産処分に介入する正当化
根拠がなく，したがって「債権者を害する」行為とは評価できないと考えられ
る。そのため，無償行為否認においても，（上記の見解（ⅱ）が主張するよう
に，債務超過にまでは至っていなくとも，支払不能状態にあるか，支払不能ま
たは債務超過の発生が確実に予想される程度の）債務者の財産状態の悪化（24）
が，否認の一般的要件としての「有害性」として求められることになろう（25）。
本判決はあくまで，無償行為の時に債務者が債務超過等ではないことだけをも
って，民事再生法127条 3項の否認権行使を否定することができない旨を判示
したものであり（26），無償行為否認の有害性の内容として，債務超過等に至ら
ない程度の債務者の財産状態を要求することは，本判決と矛盾しないと思われ
る。
（ 4）おわりに
　本判決は，無償行為否認の要件として，無償行為時に債務者が債務超過に陥
っていることや，当該行為によって債務超過に陥ることは不要であることを判
示した初めての最高裁判決である点で，意義を有する。
　民事再生法127条 3項は，債務者の財産を減少させる行為のうち，対価を伴
（24）　債務超過でなくても支払不能となっていれば，債権者は倒産手続を開始す
ることができるため，債務者の財産処分を拘束する権限を有すること，ま
た，倒産原因の発生が確実に予想される時期においては，債務者の行動につ
いて有害行為に限ってその自由が制限されることもやむを得ないと考えられ
ることから，このような債務者の財産状態が詐害行為否認の有害性（詐害
性）の前提とされる（竹下編集代表・前掲注（ 3）627頁〔山本（和）〕参
照）。
（25）　もっとも，支払の停止等に近接してなされた無償行為が，類型的にその後
の倒産に影響を与える蓋然性が高いものとして，無償行為否認が通常の詐害
行為否認から独立して規定されたものであることからすれば，民事再生法
127条 3項は，そのような無償行為の有害性を推定する規定であると解する
ことができる。この場合，債務者の財産状態が健全な状態であったこと（無
償行為の当時，債務者が支払不能の状態になかったこと又はその発生が確実
に予想される時期ではなかったこと）は有害性を阻却する事由と位置付けら
れることになろう。
　　　なお，「資産超過」を無償行為否認の成立を阻却する抗弁と位置付けるこ
とを示唆するものとして，佐藤・前掲注（ 1）588頁参照。
（26）　田中・前掲注（ 1）220頁注40参照。
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わない無償行為を取り出して，独立に否認の対象とする規定である。したがっ
て無償行為否認は詐害行為否認の特殊類型であり，無償行為という究極の財産
減少行為が支払の停止等に近接した時期になされる点で，当該行為がその後の
倒産に影響を与える蓋然性が高く，債権者を害する危険が大きい。もっとも，
無償行為否認においても否認の一般的要件としての「有害性」が求められ，行
為の無償性及び時期という客観的要件を充足する場合であっても，当該行為が
債権者を害するものといえなければ，否認が否定されることになる。無償行為
も詐害行為の一種であることからすれば，詐害行為否認と同様に，債務者の財
産状態が一定程度悪化して初めて，平常時とは異なり債務者の財産処分に介入
する正当化根拠が認められ，そのような財産状態の下でなされた財産処分行為
であるからこそ「債権者を害する行為」であるといえることになろう。そし
て，債務者が債務超過でなくとも，支払不能状態にあれば，民事再生手続を開
始することができ，債権者が債務者の財産を拘束できる地位にあるため，無償
行為否認で求められる有害性としては，無償行為時に債務者の財産状態が債務
超過状態にあるか，又は，当該無償行為により債務超過に陥ることまでは必要
ではなく，少なくとも支払不能状態にあるか，その発生が確実に予想される程
度の財産状態の悪化であれば足りる。したがって，無償行為否認の要件とし
て，債務超過等を不要とした本判決の結論に賛成したい。
　また，本判決は債務超過等を不要とする根拠について，条文の文言だけでな
く無償行為否認の趣旨も挙げているが，無償行為自体の無償性と行為の時期を
重視し，受益者の要保護性や取引の安全に言及しない点で，多数説の理解とは
異なる内容である。もっともその内容は，旧法下の昭和62年最判でも既に示さ
れていたものであって，この点については特に新規性を有するものではない。
無償行為否認が通常の詐害行為否認よりも要件を緩和する趣旨として，受益者
の要保護性が低いことをも重視すると，上述のように，受益者にとって有償で
ある（＝受益者の要保護性が高い）といえる場合には，債務者にとっては無償
である行為でも否認できないことになりかねないが，そのような結果は，責任
財産の回復を図って倒産債権者の公平な満足を図るという否認権制度の目的か
ら逸れるものとなってしまう。したがって，昭和62年最判を踏襲して，無償行
為否認の趣旨を，行為の無償性と時期のみに着目した本判決の立場は正当なも
のと評価できる。
　なお，本判決は民事再生事件における判断であるが，同様な条文を持つ破産
法，会社更生法上の無償行為否認（破産法160条 3項，会社更生法86条 3項）
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にも射程が及ぶと思われる。
（2019年 2月脱稿）
【追記】
＊ 本稿脱稿後に，畑瑞穂「判批」判例秘書ジャーナル文献番号 HJ100041
（2019），田頭章一「判批」リマークス58号122頁（2019），水元宏典「判批」
平成30年度重判解136頁（2019），八木敬二「判批」一橋法学18巻 1号313頁
（2019）に新たに接した。
